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1．事業の概要
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【平成30年度の実施状況】
🔶耐震診断
　建築士会が旧基準木造住宅の所有者に対し、耐震診断を実施した。
　62棟の診断を実施
🔶耐震改修補助
　市が旧基準木造住宅の所有者に対し、耐震改修費の一部を補助した。
　4棟の改修を補助
🔶除却工事補助
　市が旧基準木造住宅の所有者に対し、除却工事費の一部を補助した。
　15棟の除却を補助
🔶耐震シェルター等設置費補助
　市が旧基準木造住宅の所有者に対し、耐震シェルター、防災ベッド設置費の一部を補助した。
　1棟の設置を補助
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新基本計画
（平成26年～平成30年）

基本施策 28 展開方向 1

予算区分 一般会計

民間木造住宅耐震改修促進事業

令和２年度以降

款 0302 中大
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４．総合評価

千円 節 節

診
断
結
果

事業の方向性

削減額・対象

評
価
結
果

維　持

事務事業評価による額

この事業の目的は、「地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止すること」、「地震に
よる住宅の倒壊から居住者の生命を守ること」であり、旧基準木造住宅の所有者に対し、経費の一
部を補助することで耐震化率の向上を図っていくことが、その目的達成を図ることに寄与すると考え
ている。
しかしここ数年は実績が伸び悩んでおり、全体として目標値に対し大きく未達であるため、事業規模
は維持しつつ、今まで以上に市民が関心を持つような事業の普及啓発活動に努め、目標値に近づ
けるよう取り組んでいく。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

🔶耐震診断
　診断件数は昨年度よりは増加したが、目標である８０件には届かなかった。
🔶耐震改修補助
　改修件数は昨年度と同数であるが、ここ数年は伸び悩んでいる。
　耐震診断結果から考慮すると、改修すべき住宅は多く存在する。
🔶除却工事補助
　除却件数は昨年度と比べると多少減少したが、ある程度の成果は得られていると思われ、
　今後も除却工事のニーズはあると考えられる。
🔶耐震シェルター等設置費補助
　シェルター等設置件数は昨年度と同数であり、伸び悩んでいる。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの
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